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「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における 

健全化判断比率等の審査意見書の提出について 

 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」第３条第１項及び第 22 条第１項の規定に基づ

き、真庭市長から審査に付された「令和７年度決算に基づく健全化判断比率並びにその算定の基

礎となる事項を記載した書類」について審査したので、次のとおり意見書を提出します。 
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令和８年（2026 年）８月 

真 庭 市 監 査 委 員 



 

令和７年度真庭市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

 
第１ 審査の対象 

１ 健全化判断比率 
① 実質赤字比率 
② 連結実質赤字比率 
③ 実質公債費比率 
④ 将来負担比率 

２ 資金不足比率 
 
第２ 審査の期間 

令和８年７月22 日から令和８年８月18 日まで 
 
第３ 審査の方法 

審査は、市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載
した書類が、関係法令に準拠して適正に作成されているかどうかを主眼に、必要に応じて関係職員から説明を
聴取するなど、真庭市監査基準に基づき実施した。 

 
第４ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類は、
いずれも関係法令に準拠して作成されており、計数は関係書類、諸帳簿と符合し、正確であると認めた。 

なお、健全化判断比率及び資金不足比率並びにこれらに対する審査意見は次のとおりである。 
 
 
（注）資料中の表に関する数値の単位などについて 

１ 数値の単位は、千円、％、ポイントであり、ポイントとはパーセント間の単純差引値である。 
２ 表中の金額は、千円単位で表示し、原則として千円未満を四捨五入している。 
３ 説明文中及び表中の比率は、国の算定基準に基づき、表示単位未満を切り捨てている。 
４ 符号の用法は、｢－｣が該当数値のないものであり、｢△｣が比較により減少したものである。 

 



 

第１ 審査の対象 

  健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は、次のとおりである。 
 

表１ 審査の対象となる会計区分等 
 

普
通
会
計 

一  般  会  計 等 

 

公
営
事
業
会
計 

一般会計等以外の特別

会計のうち公営企業に係

る特別会計以外の特別

会計 

真庭市国民健康保険特別会計  

真庭市後期高齢者医療特別会計 

真庭市介護保険特別会計 

真庭市介護保険特別会計 
(介護サービス事業勘定) 

法適用 
公営企業 

真庭市水道事業会計  

真庭市下水道事業会計 

真庭市国民健康保険湯原温泉病院事業会計 

法非適用 
公営企業 

真庭市浄化槽事業特別会計  

真庭市津黒高原観光事業特別会計 

真庭市クリエイト菅谷事業特別会計 

真庭市温泉事業特別会計 

一部事務組合 
・広域連合 

岡山県中部環境施設組合  

岡山県市町村税整理組合 

岡山県市町村総合事務組合 

岡山県後期高齢者医療広域連合 

岡山県広域水道企業団 

地方公社・第三セクター   

※ 第三セクター等は、債務保証契約を締結していないなどにより、要件に該当する団体はない。 
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１ 健全化判断比率 

（１）健全化判断比率の状況は次のとおりである。 
 

表２ 健全化判断比率の状況（総括） 
（単位：％） 

健全化判断比率 令和７年度 令和6 年度 令和5 年度 早期健全化基準 財政再生基準 

① 実質赤字比率 － － － 12.47 20.00 

② 連結実質赤字比率 － － － 17.47 30.00 

③ 実質公債費比率 9.8 10.8 10.9 25.0  35.0  

④ 将来負担比率 － － － 350.0          ― 

※ 実質公債費比率は、当該年度を含む過去３か年度の平均値である。 
 
（２）審査意見 

① 実質赤字比率 
実質赤字比率は、地方公共団体のまちづくり施策等の最も主要な会計である「一般会計」の赤字の程度を指

標化し、財政運営の深刻度を示すもので、比率は次の算式による。 
 

（算式） 
 
 実質赤字比率 ＝  

一般会計等の実質赤字額 
標準財政規模 

  
実質赤字比率では、実質赤字額がないため「－」で表示している。また、早期健全化基準は、本市の標準財

政規模（20,269,356 千円）から算定され、12.47％となっている（表２）。 
なお、参考までに本市の一般会計の実質収支額1,760,902千円を、標準財政規模20,269,356千円で

除して求めた黒字の比率は 8.68％となり、前年度を 1.91 ポイント上回っている（表３） 。 
  

② 連結実質赤字比率 
連結実質赤字比率は、市立病院や水道、下水道などの公営企業を含む全会計の実質赤字額（公営企業

においては資金不足額）の合計額を、財政規模に対する割合で示すもので、比率は次の算式による。 
 

（算式） 
 
 連結実質赤字比率 ＝  

連結実質赤字額 
標準財政規模 

 



 

連結実質赤字比率では、実質赤字額がないため「－」で表示している。また、早期健全化基準は、実質赤字
比率の基準値に 5％を加えた 17.47％となっている（表２）。 

なお、参考までに本市の全会計の実質収支額4,592,701 千円を、標準財政規模20,269,356 千円で除
して求めた黒字の比率は 22.65％となり、前年度を 2.96 ポイント上回っている（表３）。 

 
表３ 実質収支額及び資金不足（剰余）額の状況と参考比率 

           （単位：千円、％、ポイント） 

区          分 令和７年度 令和６年度 
前年度比較 

増 減 増減率 

一 般 会 計 Ａ 1,760,902 1,363,009 397,893 29.2 

標準財政規模  Ｂ 20,269,356 20,104,810 164,546 0.8 

(参考)実質収支が黒字の場合の比率 Ａ／Ｂ 8.68 6.77 1.91      ―  

公
営
事
業
会
計 

一般会計等以外の

特別会計のうち公営

企業に係る特別会計

以外の特別会計 

真庭市国民健康保険特別会計 61,857 25,475 36,382 142.8 

真庭市後期高齢者医療特別会計 614 714 △100 △14.0 

真庭市介護保険特別会計 260,933 104,539 156,394 149.6 

真庭市介護保険特別会計(介護サービス事業勘定) 2,730 2,013 717 35.6 

法適用 
公営企業 

真庭市水道事業会計 472,204 565,117 △92,913 △16.4 

真庭市下水道事業会計 209,751 72,454 137,297 189.5 

真庭市国民健康保険湯原温泉病院事業会計 1,805,392 1,811,101 △5,709 △0.3 

法非適用 
公営企業  

真庭市浄化槽事業特別会計 1,079 599 480 80.1 

真庭市津黒高原観光事業特別会計 101 56 45 80.4 

真庭市クリエイト菅谷事業特別会計 0 0 0       ―  

真庭市温泉事業特別会計 17,138 14,731 2,407 16.3 

公営事業会計合計 Ｃ 2,831,799 2,596,799 235,000 9.0 

全会計合計 Ｄ（Ａ＋Ｃ） 4,592,701 3,959,808 632,893 16.0 

(参考)連結実質収支が黒字の場合の比率 Ｄ／Ｂ 22.65 19.69  2.96       ―  

 
本市において、全会計の実質収支額は全て黒字である。企業会計についても資金不足額は発生していない。実

質収支又は連結実質収支が黒字である場合、「実質赤字比率又は連結実質赤字比率」は「△」などの負の値で表
示するが、ここでは、参考として黒字の場合の比率として正の数値で表している。 

 



 

③ 実質公債費比率 
実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び公営企業会計・一部事務組合等が負担する

元利償還金（準元利償還金）を標準財政規模と比較し、借入金返済の負担度を指標化するもので、算式は
次のとおりである。 

 

（算式） 
 
 
 
       Ａ 元利償還金 
       Ｂ 準元利償還金 
       Ｃ 特定財源 
       Ｄ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

実質公債費比率（３か年平均）＝ 
（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 

標準財政規模－Ｄ 

 
実質公債費比率は 9.8％となっており、前年度と比較して 1.0 ポイント低下している（表４）。また早期健全

化基準の 25.0％を引き続き大きく下回っている（表２）。 
 

表４ 実質公債費比率の状況 
                         （単位：％、ポイント） 

 

区     分 令和７年度 令和６年度 令和５年度 
前年度比較 

増 減 
実質公債費比率（３か年平均） 9.8 10.8 10.9 △1.0  

参考：実質公債費比率（単年度） 8.2 10.1 11.1 ― 



 

表５ 実質公債費比率算定に係る数値の内訳 
             （単位：千円、％、ポイント） 

区          分 令和７年度 令和６年度 
前年度比較 

増 減 増減率 

Ａ 元利償還金（繰上償還額除く） 4,016,340 4,331,453 △315,113 △7.3 

Ｂ 準元利償還金 1,278,393 1,381,589 △103,196 △7.5 

  

真庭市水道事業会計 273,981 315,475 △41,494 △13.2 

真庭市下水道事業会計 868,687 926,031 △57,344 △6.2 

真庭市国民健康保険湯原温泉病院事業会計 96,965 98,478 △1,513 △1.5 

真庭市浄化槽事業特別会計 24,243 26,042 △1,799 △6.9 

真庭市津黒高原観光事業特別会計 1,047 2,093 △1,046 △50.0 

一部事務組合等への補助金等 12,175 12,175 0 0.0 

公債費に準ずる債務負担行為 1,295 1,295 0 0.0 

一時借入金の利子 0 0 0 ― 

Ｃ 特定財源 129,728 74,538 55,190 74.0 

 
公営住宅使用料 23,006 32,589 △9,583 △29.4 

令和3年度・令和5年度臨時財政対策債償還基金
費算入額 

106,722 41,949 64,773 154.4 

Ｄ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 3,807,137 4,006,264 △199,127 △5.0 

  

災害復旧費等に係る基準財政需要額（注１） 3,252,434 3,438,231 △185,797 △5.4 

事業費補正により基準財政需要額に算入されたもの（注２） 437,252 440,198 △2,946 △0.7 

密度補正により基準財政需要額に算入されたもの（注３） 117,451 127,835 △10,384 △8.1 

標 準 財 政 規 模 20,269,356 20,104,810 164,546 0.8 

（（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ））／（標準財政規模－Ｄ） 0.0824839 0.1013905 △0.0189066       ― 

実質公債費比率（単年度） ％ 8.24839 10.13905 △1.89066       ― 

    

実質公債費比率（３か年平均） ％ 9.8     

Ａ 元利償還金は、一般会計の公債費である。 

Ｂ 準元利償還金は、主として公営企業会計の支払う元利償還への一般会計からの繰入金や将来の支払を約束した債務負担行為額である。 

Ｃ 特定財源は、公債費に充当されるものである。 

Ｄ (注１）…臨時財政対策債、過疎債、合併特例債が主なものである。 

（注２）…地域振興費、下水道費、小中学校費の市債償還金が主なものである。 

（注３）…水道、病院、簡易水道の企業債償還金である。 



 

④ 将来負担比率 
将来負担比率は、地方公共団体の一般会計等が負担する借入金（地方債）や将来支払っていく可能性の

ある負担金等の実質的な債務額を標準財政規模と比較し、将来財政を圧迫する可能性の大きさを示すもので、
算式は次のとおりである。 

 

（算式） 
 
 

 
Ａ 充当可能基金額 ＋ 充当可能特定歳入 ＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 
Ｂ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

将来負担比率 ＝  
  将来負担額 －（Ａ） 
標準財政規模 －（Ｂ） 

 
表６ 将来負担比率算定に係る数値の内訳 

（単位：千円、％、ポイント） 

区          分 令和７年度 令和６年度 
前年度比較 

増 減 増減率 

 将来負担額 47,122,191 48,632,962 △1,510,771 △3.1 

  

地方債の現在高 32,106,573 33,045,584 △939,011 △2.8 

債務負担行為に基づく支出予定額 31,019 33,759 △2,740 △8.1 

公営企業債等繰入見込額 9,475,649 10,211,425 △735,776 △7.2 

組合負担等見込額 87,241 97,546 △10,305 △10.6 

退職手当負担見込額 5,420,900 5,244,145 176,755 3.4 

設立法人の負債額等負担見込額 809 503 306 60.8 

A 充当可能財源等 61,754,709 62,927,990 △1,173,281 △1.9 

  

充当可能基金 27,769,908 28,448,306 △678,398 △2.4 

充当可能特定歳入 98,325 120,746 △22,421 △18.6 

  うち都市計画税 0 0 0 ― 

基準財政需要額算入見込額 33,886,476 34,358,938 △472,462 △1.4 

 標準財政規模 20,269,356 20,104,810 164,546 0.8 

B 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 3,807,137 4,006,264 △199,127 △5.0 

         将来負担額 －（Ａ）         
△ 0.88885 △ 0.88797 △0.00088 ―  

標準財政規模－（B) 

将来負担比率 △ 88.8 △ 88.7 △0.1 ―  

 
将来負担比率は△88.8％となっており、前年度から 0.1 ポイント低下している（表６）。 
なお、比率が負の値となることは、充当可能な財源が将来負担額を上回ることを表しており、表２では「－」で

表示しているが、ここでは参考として、負の値の数値をそのまま記載している。 



 

2 資金不足比率 

（１）資金不足比率 
資金不足比率の状況は次のとおりである。 
 

表７ 資金不足比率の状況 
（単位：％）    

公 営 企 業 会 計 の 名 称 令和７年度 令和６年度  経営健全化基準 
真庭市水道事業会計 － － 

20.0 

真庭市下水道事業会計 － － 

真庭市国民健康保険湯原温泉病院事業会計 － － 

真庭市浄化槽事業特別会計 － － 

真庭市津黒高原観光事業特別会計 － － 

真庭市クリエイト菅谷事業特別会計 － － 

真庭市温泉事業特別会計 － － 

 
（２）審査意見 
    資金不足比率は、公営企業の資金不足額を事業の規模と比較して指標化し、経営状況の深刻度を示

すもので、算式は次のとおりである。本市の場合、資金不足は生じていないため、「－」で表示している（表
７）。 

資金不足比率審査の対象となる会計は、法適用企業（地方公営企業法の規定の全部又は一部を
適用する企業）に係る特別会計及び法非適用企業（地方財政法第６条に規定する政令で定める公
営企業のうち法適用企業以外のもの）に係る特別会計である。 

 

（算式) 
 
 
 
 
法適用企業資金不足額  ＝（Ａ流動負債 ＋ Ｂ地方債現在高 － Ｃ流動資産）－ D 解消可能資金不足額 
法非適用企業資金不足額 ＝（Ａ歳出額 ＋Ｂ地方債現在高 － C 歳入額）－ D 解消可能資金不足額 
法適用企業事業の規模  ＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額 
法非適用企業事業の規模 ＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 

資金不足比率 ＝  
資金の不足額 
事業の規模 



 

参考までに、資金剰余額と事業の規模についての状況を示した（表８・表９）。 
 

表８ 法適用企業の資金剰余額の状況 
（単位：千円） 

区 分 年 度 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 
流動負債 

（注1） 

地方債現在高 

（注2） 

流動資産 

（注3） 

解消可能資金 

不足額 
資金剰余額 事業の規模 

法
適
用
公
営
企
業 

真庭市水道事業会計 

令和７年度 349,397 5,988 827,589 0 472,204 836,045 

令和６年度 218,777 8,651 792,545 0 565,117 826,261 

増減額 130,620 △2,663 35,044 0 △92,913 9,784 

真庭市下水道事業 

会計 

令和７年度 580,547 0 790,298 0 209,751 390,236 

令和６年度 471,014 0 543,468 0 72,454 346,084 

増減額 109,533 0 246,830 0 137,297 44,152 

真庭市国民健康 

保険湯原温泉病院 

事業会計 

令和７年度 132,045 0 1,937,437 0 1,805,392 966,102 

令和６年度 168,928 0 1,980,029 0 1,811,101 992,700 

増減額 △36,883 0 △42,592 0 △5,709 △26,598 

（注１） Ａ 流動負債は、控除企業債等を除く額である。 

（注２） Ｂ 地方債現在高は、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高である。 

（注３） C 流動資産は、控除財源を除く額である。 

 
表９ 法非適用企業の資金剰余額の状況 

（単位：千円） 

区 分 年 度 

Ａ Ｂ Ｃ D E F 

歳出額 
地方債 

現在高 

歳入額(翌年度に

繰り越すべき財源

等を除く) 

解消可能 

資金不足額 
資金剰余額 事業の規模 

法

非

適

用

公

営

企

業 

真庭市浄化槽事業 

特別会計 

令和７年度 33,978  0 35,057 0 1,079  894 

令和６年度 40,636 0 41,235 0 599 2,082 

増減額 △6,658  0 △6,178 0 480  △1,188 

真庭市津黒高原 

観光事業特別会計 

令和７年度 31,517  0 31,618 0 101  37,016 

令和６年度 23,723 0 23,779 0 56 39,485 

増減額 7,794  0 7,839 0 45  △2,469 

真庭市クリエイト 

菅谷事業特別会計 

令和７年度 10,003  0 10,003 0 0  10,473 

令和６年度 7,258 0 7,258 0 0 10,830 

増減額 2,745  0 2,745 0 0  △357 

真庭市温泉事業 

特別会計 

令和７年度 113,227  0 130,365 0 17,138  94,411 

令和６年度 109,014 0 123,745 0 14,731 94,490 

増減額 4,213  0 6,620 0 2,407  △79 

 



 

いずれの会計も資金不足額を生じておらず、経営健全化計画の策定を求められる水準ではない。 
しかしながら、一般会計から繰り出し基準以外の繰入金により収支の均衡を保つ状態の会計もあることから、今

後とも経営の健全化には、十分な注意を払って取り組まれたい。 
 

む す び 

以上のとおり、令和７年度の健全化判断比率の各指標は、実質赤字比率及び連結実質赤字比率では、いず
れも実質赤字は生じていない。 

実質公債費比率は、9.8％と、前年度と比較して 1.0 ポイント改善している。 
将来負担比率は、実質0.1 ポイント低下しており、引き続き充当可能な財源が将来負担額を上回る状況であ

る。 
これらの数値は、早期健全化基準を大きく下回っており、引き続き健全な水準を維持している。 
これは、令和７年度においても将来に備えた行財政改革の推進と節度ある財政運営に努めてきた成果である

と認められる。 
また、法適用公営企業及び法非適用公営企業に係る資金不足比率では、いずれも資金不足は生じていない

が、一般会計からの繰入金により収支の均衡を図っている状態である。今後もより一層の経費の見直しや業務の
効率化を進め、経営基盤の強化に取り組まれたい。 

最後に、今後の財政経営は、より一層厳しいものになると見込まれることから、将来世代に過度の負担を残すこ
とのないよう、中長期的な視点にたって、計画的に健全な財政運営の確立に取り組むことが重要であり、収支均
衡を基本とした財政運営を堅持し、各比率について、引き続き適正な水準の維持に努められたい。 



 

（参考資料） 
 

 

 

標準財政規模について 
標準財政規模は、通常収入される経常一般財源の規模を示すもので、市税等の標準税収入額等、普通交付税額、臨時財

政対策債発行可能額の合計額で財政規模を表すもので、本市の場合は次表のとおりの状況である。財政健全化判断比率は、
財政規模に対する割合を求めるため、計算上分母として用いられ、その額の増減は数値の改善や悪化の要因となる。 

表10 標準財政規模の状況 
（単位：千円、％） 

 

区 分 令和７年度 令和６年度 令和５年度 
前年度比較 

増減額 増減率 

標準財政規模 20,269,356 20,104,810 19,941,397 164,546 0.8 

  標準税収入額等 6,840,592 6,778,145 6,885,944 62,447 0.9 

  普通交付税額 13,428,764 13,281,784 12,963,688 146,980 1.1 

  臨時財政対策債発行可能額 ０ 44,881 91,765 △44,881 皆減 

 

法適用公営企業と法非適用公営企業 

 法適用公営企業とは、地方公営企業法の適用を受ける事業で、発生主義に基づく複式簿記等の企業会計で処理されている。
一方、法非適用公営企業は、同法の適用を受けない事業で、現金主義の官庁会計で処理されている。 

早期健全化基準・財政再生基準の適用 

 地方公共団体の財政破綻を未然に防ぐために｢早期健全化基準｣、｢財政再生基準｣の 2 段階で財政悪化をチェックすることが
目的である。 

 健全化判断比率のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て財政健全化計画を定めることとな
る。 

財政健全化計画の実施状況を踏まえ、財政の早期健全化が著しく困難と認められるときは、国等の関与により、確実な財政再
生が行われることとなる。 


